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資料１ 調査団員・氏名 
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１．調査団員・氏名 

 

現地調査 

 

 氏  名 担  当 所  属 

1 梅永 哲 
Mr. Umenaga Satoshi 総  括 

ＪＩＣＡ 経済基盤開発部 
運輸交通・情報通信第三課長 

2 横井 博行 
Mr. Yokoi Hiroyuki 計画管理 

ＪＩＣＡ 経済基盤開発部 
運輸交通・情報通信第三課 

3 香野 拓司 
Mr. Kono Takuji 業務主任/地すべり対策

片平エンジニアリング・ 
インターナショナル 

4 小林 聖仁 
Mr. Kobayashi Kiyohito 副業務主任/機材計画 

片平エンジニアリング・ 
インターナショナル 

5 玉置 隆一 
Mr. Tamaki Takakazu 調達計画/積算 

片平エンジニアリング・ 
インターナショナル 

6 山口 晋二 
Mr. Yamaguchi Shinji 業務調整（自社負担）

片平エンジニアリング・ 
インターナショナル 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料２ 調査行程 



 

２．調査行程 

現地調査 

 
 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料３ 関係者（面会者）リスト 
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３．関係者（面会者）リスト 

 

(1) エチオピア道路公社（ERA） 

Mr. Zaid Wolde Gabriel Director General 

Mr. Masfin Haile Deputy Director General 

Mr. Afework Bezulph Executive assistance & Advisor to D.G. 

Mr. Haddis Tesfaye Highway Engineer 

Mr. Ato Bekele Negussie Planning & Programming Division Manager 

Mr. Nebyou Endale Negash  Alemgena DRMC District Manager 

Mr. Demelash Gebre Mariam  Alemgena DED Manager 

Mr. Hailu Chekun  Training and Testing Chief 

Ms. Mamona Belay Muketuri Section Engineer II 

Mr. Mohamed Sied Muketuri Section Foreman 

Mr. Gekachew Assefa Industrial Section Head 

Mr. Haile Michael Marean  Procurement Service 

 

(2) 在エチオピア日本国大使館 

駒野 欽一 特命全権大使 

竹中 一行 経済協力担当官 

 

(3) JICA エチオピア事務所 

佐々木 克宏 所長 

晋川 眞 次長 

鈴木 桃子 所員 

 

(4) 民間企業 

鹿島建設株式会社 

内藤 智博 営業部 営業部長 

畠山 力也 エチオピア出張所 工事課長 

西尾 比呂隆  エチオピア出張所 事務長 

 

三菱商事株式会社 

久米 正人 エチオピア支店 支店長 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料４ 討議議事録（Ｍ／Ｄ） 
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４．討議議事録（Ｍ／Ｄ） 
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A4-5 



A4-6 



A4-7 



A4-8 
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A4-12 
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資料５ 事業事前計画表（概略設計時） 
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５．事業事前計画表（概略設計時） 
 

事業事前計画表 

１ 案件名 

エチオピア国 アバイ渓谷地すべり地帯における道路維持機材整備計画準備調査 

２ 要請の背景 

内陸国であるエチオピア連邦民主共和国（以下、「エ」国）では、物流の動脈は陸上輸送である。

「エ」国は 1997 年に開始された道路セクター開発計画（Road Sector Development Program：RSDP）

により道路整備を続け、2010 年時点（フェーズ３終了時）の主要道の延長は 50,242km であり RSDP

開始時の 26,550km に比べほぼ倍増している。協力対象路線の国道 3 号線は、RSDP では改修・改

良対象路線である。同路線は「エ」国内の穀倉地帯アムハラ州と市場である首都アディスアベバ

を結ぶ国内幹線であるばかりでなく、スーダンへ至る国際幹線でもある。近年ではスーダンから

の原油材料の 8割が同路線により工業地域であるアディスアベバ近郊へ運ばれている。国道 3号

線は、「エ」国の社会経済にとって重要な路線の一つである。国道 3 号線のアバイ渓谷区間は、

延長 40.45km にもかかわらず高低差が 1,500m もある急峻な地形のため、道路の幅員を十分に確

保することができず、1948 年に建設され老朽化の著しい旧アバイ橋とあいまって、長年にわたり

3 号線のボトルネックとなっていた。渓谷区間の道路幅員の拡幅と新アバイ橋の架け替えは、無

償資金協力の第 3 次幹線道路改修計画として 2009 年 1 月竣工した。しかしながら道路の拡幅に

よる土工事に加えて、不安定な渓谷の地質条件が原因となり、地すべり、斜面崩壊、落石、土石

流など円滑な交通を妨げる多種多様な災害が発生することとなった。かかる状況の下、道路建設

と既存道路の維持管理に取り組むエチオピア道路公社（ERA）及び同区間を担当するアレムガナ

地方道路運営維持請負事務所は、同区間で発生している地すべり対策に派遣する機材の余裕がな

く、国道 3 号線の道路機能を維持するため、「エ」国は、アバイ渓谷地すべり地帯における道路

維持機材整備計画を要請した。 

３ プロジェクト全体計画概要 

（1）プロジェクト全体計画の目標（裨益対象の範囲及び規模） 

本プロジェクトによって機材が調達されることで、アバイ渓谷区間に地すべり対策機材を常

駐させ、崩落土砂除去、道路補修等の地すべり対策を実施できるようになる。これにより国道

3号線が当初計画の機能を維持し、国内物流とスーダンとの交易に貢献することで、「エ」国

の社会経済の安定に寄与できる。 

裨益対象：国道 3号線の幹線としての機能が維持される。 

直接受益者：国道 3号線沿いのアムハラ州、オロミヤ州、アディスアベバの住民 

（約 4,864 万人 財政経済開発省 2006 年） 

間接受益者：「エ」国民（約 7,710 万人 世銀 2008 年） 
 

（2）プロジェクト全体計画の成果 

① 国道 3号線アバイ渓谷区間の地すべり対策機材が調達される。 

② 地すべり対策が実施される。 
 

（3）プロジェクト全体計画の主要活動 

ア 調達機材の運営・維持管理のための人員を配置する。 
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イ 調達機材を配置する施設を整備する。 

ウ 上記施設･機材を使用して国道 3号線アバイ渓谷区間で地すべり対策を実施する。 

（4）投入 

ア．日本側（＝本案件）：無償資金協力 9.67 億円 

イ．相手国側 

（ア）調達機材の諸税確保（特別予算として計上） 

（イ）銀行手数料の確保 

（ウ）必要な施設の整備 機材引渡し場所 1箇所、機材駐機場 2箇所、プラント設置 

用地 2箇所 

（エ）調達機材の運営・維持管理に必要な人員の確保 

（オ）アレムガナ地方事務所が実施する地すべり対策の運営・維持管理に係る経費の確保 

（5）実施体制 

主管官庁：公共事業・都市開発省（Ministry of Works and Urban Development） 

実施機関：エチオピア道路公社（ERA） 

４ 無償資金協力案件の内容  

（1）サイト  

国道 3 号線アバイ渓谷区間 40.45km 

（2）概要 

①同区間で地すべり対策を実施する機材の調達、②地すべり対策に必要なプラントの設置 
（アスファルトプラント、骨材プラント各 1 箇所） 

（3）相手国側負担事項 

①プラント基礎工事費 約 330 万円、②調達機材の諸税 約 1.94 億円、③銀行取扱手数

料 約 90 万円 
（4）概略事業費 

概略事業費 11.65 億円（無償資金協力 9.67 億円、「エ」国側負担 1.98 億円） 
（5）工期 

詳細設計・入札を含めて 11.5 ヶ月（予定） 

（6）貧困、ジェンダー、環境及び社会面の配慮 

なし 

５ 外部要因リスク  

・プロジェクト対象区間で想定外に大規模な地すべりが発生しない。 

６ 過去の類似案件からの教訓の活用  

なし  

７ プロジェクト全体計画事後評価にかかる提案  

（1）プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標  

成果指標 
現状の数値 

（地すべり被災が発生した時点で
機材がない場合） 

計画値 
（調達機材により地すべり対策が

実施された場合） 

アバイ渓谷区間の 
通過時間 103 分間 52 分間 
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（2）その他の成果指標  

なし  

（3）評価のタイミング  

  2013 年度以降（機材調達から 3 年後） 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料６ 参考資料／入手資料リスト 
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６．参考資料／入手資料リスト 

調査名：エチオピア国 アバイ渓谷地すべり地帯における道路維持機材整備計画準備調査 
番
号 名称 形態 オリジナル 

・コピー 発行機関 発行年 

1 Alemgena Training &  
Testing Center Brochure  図書 オリジナル ERA 2008 年 

2 
Alemgena Training &  

Testing Center  
Detail Explanation 

図書 オリジナル ERA ― 

3 
エチオピア全土地図 
（200 万分の１） 図書 オリジナル 

Ethiopian 
Mapping 
Agency 

2007 年 9 月

4 
Equipment Owning & 

Operating Cost  
(December 2001) 

図書 コピー Almugena 2001 年 12 月

5 
TOURIST MAP OF 

ETHIOPIA(1:2,500,000) 図書 オリジナル 
Ministry of 
Culture & 
Tourism 

－ 

6 

A Plan for Accelerated and 
Sustained Development to 

End Poverty (PASDEP) 図書 コピー 

Ministry of 
Finance 

Economic 
Development 

2006 年 9 月

7 
ROAD SECTOR 

DEVELOPMENT PLAN 
III 

図書 コピー 
ETHIOPIAN 

ROADS 
AUTHORITY 

2007 年 9 月

8 
ANNUAL RURAL 

TRAFFIC MOVEMENT IN 
ETHIOPIA 

図書 コピー 
ETHIOPIAN 

ROADS 
AUTHORITY 

2008 年 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料７ ソフトコンポーネント計画書 
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７．ソフトコンポーネント計画書 

  本プロジェクトでソフトコンポーネントはなし。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料８ その他の資料・情報 
 



 

調達機材運用報告書 

 

調達機材の運用状況・稼働実績を JICA へ報告するために ERA は機材運用報告書を作成し、JICA

エチオピア事務所に提出する。 

作成期間：機材引き渡し後から少なくとも 3 年間 

提出時期：機材引き渡し後から 1 年毎
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報告書形式（記載例） 
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